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趣  旨 

 

本県の農業は、大都市圏にあって全国有数の産出額を上げており、食料等

の供給や農地等の有する多面的機能の発揮という重要な役割を担っている。

農業が、県民生活の身近にあることは得がたい財産であり、次世代に引き継

いでいかなければならない。 

本県では、２００４年４月に「食と緑が支える県民の豊かな暮らしづくり

条例」（平成１６年愛知県条例第３号。以下「条例」という。）を施行し、

条例が掲げる将来にわたる安全で良質な食料等の安定的な供給の確保とその

適切な消費・利用並びに森林等の有する多面的機能の発揮という基本理念を

具体化するため、「食と緑の基本計画」を策定して施策を推進している。 

協同農業普及事業では、２０１６年３月に策定された「食と緑の基本計画

２０２０」の施策の実現に向けて、２０１６年３月に「協同農業普及事業の

実施に関する方針」を改定し、普及指導員が担い手の育成や現場の技術・経

営に関する課題解決等に取り組んできた。 

今後とも、農業の振興・農村の活性化を図るためには、農業就業者や農村

人口の減少、高齢化等による人手不足や生産基盤の脆弱化、集落機能の低

下、気候変動、持続可能な開発目標（SDGｓ）達成への社会要請の高まり、新

型コロナウイルスの流行といった情勢に対応する必要がある。 

協同農業普及事業は直接農業者に接するという活動を基本としながら、時

代の変化に対応した発想の転換や新たな活動方法の導入等に迅速かつ積極的

に取り組んでいくことが重要である。 

国は、２０２０年８月に「農業改良助長法」(昭和２３年法律第１６５号。

以下「助長法」という。）に基づく「協同農業普及事業の運営に関する指

針」（以下「運営指針」という。）を策定し、協同農業普及事業の運営方向

を明らかにした。 

このため、本県は、助長法第７条第８項に基づき、国の運営指針を基本と

した「協同農業普及事業の実施に関する方針」（以下「実施方針」という。）

を定め、「食と緑の基本計画２０２５」の施策の実現に向けて、２０２１年度

から概ね５年間の協同農業普及事業の推進方向や管理･運営に係る基本的な考

え方を明らかにする。  
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協同農業普及事業の実施に関する基本的な考え方 

 

１ 協同農業普及事業の推進方向 

協同農業普及事業（以下「普及事業」という。）は、普及指導員が、直

接農業者に接して技術指導や経営指導等を行うことにより、農業経営及び農

村生活の改善に意欲的に取り組む農業者の育成を図るものである。また、地

域農業の実情や行政施策を踏まえた将来方向と解決策を農業者等に提案し、

地域における合意形成を支援することにより、農業の持続的な発展と農村の

振興を促すものである。さらに、条例の基本理念である食料等の安定的な供

給の確保や森林等の有する多面的機能の維持に向けて、２００５年に「食と

緑の基本計画」を策定して以来、その施策を推進する重要な役割を果たすこ

とが県民に期待されている。 

このため、農業者のニーズに即応できる効果的・効率的な体制の下で、

普及指導員の資質向上を図りながら、意欲ある経営体や地域で期待される組

織等に対し、重点的に取り組む。 

また、県は国と協同して普及事業を行い、「食と緑の基本計画２０２

５」の施策の実現に向けて普及指導活動の適切な実施、試験研究機関等との

連携による技術の改良・普及の推進等について取り組むとともに、普及指導

員がスペシャリスト機能※１とコーディネート機能※２を発揮し、技術を核と

して、農業者の所得向上と産地の収益力向上、地域農業の発展に役立つ革新

的な取組を支援する。 

なお、農林水産事務所農業改良普及課を助長法第12条の「普及指導セン

ター」として位置付け、普及事業を実施するとともに、「農起業支援センタ

ー」をおき、新規就農希望者に対する就農相談、生産技術指導等の支援を行

う。 

また、農業総合試験場普及戦略部（中央普及センター）を運営指針第５

の「農業革新支援センター」として位置付け、県全体の普及指導活動を統括

する。 

さらに、農業大学校に「農起業支援ステーション」をおき、「農起業支

援センター」と連携して、県域の就農希望者へ就農までの支援を実施する。 

※１ スペシャリスト機能：高度な専門技術・知識によって、地域の課

題等に対応する技術の構築及び普及や農業者

の経営支援等を行う機能を指す。 

※２ コーディネート機能：地域農業について、先導的な役割を担う農

業者及び地域内外の関係機関との連携の下、

関係者による将来展望の共有、課題の明確

化、課題に対応するための方策の策定及び実

施を支援する機能を指す。 

  



3 

 

２ 普及指導員の職務 

(1)  普及指導センターの普及指導員 

普及指導センターの普及指導員は、地域に密着して、担い手の育成や

技術・経営課題の解決を図るため、技術指導や経営指導、組織育成等、

農業者との信頼関係を構築しつつ行う「普及指導」と、課題解決方策等

を明らかにするための「調査研究」の職務を担う。 

ア 普及指導 

巡回指導、相談活動、実証展示、講習会等の手段により、直接農業

者に接して、農業生産方式の合理化、農業経営及び農村生活の改善に

関する科学的技術及び知識の普及指導を行う。併せて、産地化に向け

た組織育成や農業への理解促進等、農業者及び多様な関係者が連携し

て農業・農村を支える活動に対する支援を行う。 

なお、普及指導活動の効率化を図るため、ICT等※３を積極的に活用

した普及指導活動を進める。 

※３ ICT：Information and Communication Technologyの略。通

信情報技術と訳され、主に、パソコン、携帯電話、スマ

ートフォン等の機器並びにソフトウェアおよびアプリケ

ーションの総称。 

イ 調査研究 

試験研究機関、市町村、農業団体、教育機関等と密接に連携し、専

門分野ごとの技術的課題の解決並びに課題解決手法及び指導方法等に

ついての調査研究を行う。 

 

(2)  農業革新支援センターの普及指導員（農業革新支援専門員） 

農業革新支援センターの普及指導員を農業革新支援専門員として位置

づけ、高度な専門性を有し、地域を越えた、「普及指導・調査研究の総

合的な企画調整」、「普及事業に関する調整」、「普及指導員の資質向

上」の職務を担う。また、普及指導センターからの要請を基本としつ

つ、先進的な農業者等からの高度かつ専門的な相談に対応する。 

農業革新支援センターは、普及活動に関する「戦略計画」を策定し、

県域での重要な課題に対して取り組む推進方向を明らかにする。 

ア 普及指導・調査研究の総合的な企画調整 

各専門分野における普及指導活動の総括及び普及方法の助言等普及

指導員への指導、試験研究への参画、試験研究成果及び国・県が開発

した新技術・新品種の現地適応に向けた調査研究の実施等、普及指

導・調査研究に関する総合的な企画調整を行う。 
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イ 普及事業に関する調整 

国や他都道府県を含めた行政機関、試験研究機関、教育機関、農業

団体及び民間企業等との連携、施策の立案に関する支援等、普及事業

に関する調整を行う。 

ウ 普及指導員の資質向上 

普及指導活動の課題解決に向けた指導・支援及び新任普及職員等の

育成に関する研修の企画・運営により、普及指導員の資質向上を図

る。 

 

(3)  農業大学校の普及指導員 

農業大学校の普及指導員は、実践的な農業教育による「学生指導」

と、就農を希望する学生に対する「就農相談対応」の職務を担う。 

 

第１ 普及指導活動の課題 

農業就業者や農村人口の減少、高齢化等による人手不足や集落における

地域資源の管理機能の低下等の情勢の中、農業・農村の活性化及び安定的

な農産物の生産と供給の確保を図るため、本県では２０１６年３月に策定

した実施方針に基づき、意欲ある担い手の確保・育成、産地の収益性の向

上、環境と安全に配慮した農業の推進、活力ある地域づくり等を課題とし

て普及指導活動を展開してきた。 

普及指導活動は、県独自の施策や国の事業を活用し、関係機関と連携し

つつ、他産業並みの所得をあげうる経営感覚に優れた基幹経営体を始め多

様な担い手の確保・育成、全国で上位に位置する農業産出額を支える産地

の育成、GAP※4手法や環境負荷の低い生産方法の導入、地域資源の活用や消

費者交流による地域の活性化等の成果を上げてきた。 

このような活動及び成果は、有識者等による外部第三者評価で「技術の

進捗が著しく早く、社会経済情勢が厳しくなる中で、高度なレベルでの普

及指導活動が行われている。他県をリードする役割を期待したい。」等と

評価された。こうした評価を踏まえ、引き続き本県農業を巡る情勢の変化

に適切に対応しつつ、次の課題に取り組む。 

※４ GAP：Good Agricultural Practice（農業生産工程管理）の略 

１ 意欲ある担い手の確保・育成 

本県の安定的な農産物生産の中核として、農業経営の継続・発展を目

指す意欲的な経営体等の担い手を支援し、経営感覚に優れた基幹経営

体、次代の基幹経営体を目指す新規就農者及び基幹経営体を支える青年

農業者及び女性農業者の確保・育成を図る。また、地域農業の先導的な

役割を期待される農業者を農業経営士、青年農業士、農村生活アドバイ

ザーとして認定し、それぞれの団体活動を支援する。 
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(1)  経営感覚に優れた基幹経営体の育成 

他産業と比べて遜色ない所得を確保しうる基幹経営体の育成に向

けて、農業経営の継続・発展を目指す意欲ある経営体に対して、ス

マート農業等の高度な生産技術の確立や、次世代型農業支援サービ

ス※５の利用等を支援することで、経営体の技術革新・経営革新を図

る。また、試験研究機関・教育機関や農業団体・民間企業、あいち

農業経営相談所、中小企業診断士、税理士、６次産業化プランナー

といった民間の専門家等と連携し、法人化や経営の多角化などによ

る経営改善を図る。なお、基幹経営体の所得目標、労働時間、経営

規模、施設・機械装備等については、作目ごとに経営モデルを整備

する。 

［主な推進項目］ 

・経営の効率化に向けたカイゼン活動に関する指導 

・労務管理なども含めた経営管理の改善や専門家との連携による

法人化等高度な経営指導 

・親元就農への支援、第三者継承に関する相談の実施などによ

り、円滑な世代交代を促進 

・ロボット・AI・IoT※６等の先端技術を取り入れた技術体系の確立

及び定着 

・収穫作業代行等地域の特徴にあった様々な次世代型農業支援サ

ービスの有効性の検証 

・栽培品目の多様化によるリスク分散の提案 

・不測の事態に備えた業務の継続のための体制構築支援 

・消費者ニーズを踏まえた作物転換・品種転換の支援 

・農産物の高付加価値化や自ら価格を決定する直売及び６次産業

化等の経営の多角化 

・認定農業者制度や家族経営協定を活用した経営目標の明確化 

※５ 次世代型農業支援サービス：ドローンや自動走行農機な 

どの先端技術を活用した作業代行や農業機械等のシェアリン

グ・リース 

※６ AI：Artificial Intelligenceの略。人工知能。 

    IoT：Internet of Thingsの略。モノがインターネットに

接続され、情報交換することにより相互に制御する

仕組み。 

 

(2) 地域を支える多様な担い手の確保・育成 

ア 新規就農者の就農支援と定着 

普及指導センターは、担当地域の就農前の後継者、定年帰農者、

新規参入者（企業等を含む）等新規就農希望者の相談に一元的に対
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応する「農起業支援センター」の役割を担うとともに、農業大学校

に設置して県域の就農相談等を実施する「農起業支援ステーショ

ン」と協力し、市町村、農業委員会、農協等と連携し、技術や経営

知識の習得、就農支援制度の活用、農地の確保等に関する就農相談

を実施する。また、産地で担い手育成に取り組む農業塾等の活動を

支援することにより、計画的な就農を促進する。 

就農後は、経営状況等から支援の必要性を考慮し重点的な指導等

の対象者を選定した上で、栽培技術・経営管理に関する指導や組織

活動への参加誘導を行い、新規就農者の定着を進める。併せて、農

業法人へ就職後、自営就農を目指す者に対して、経営管理能力の向

上等を支援する。 

［主な推進項目］ 

・担い手の確保・育成に向けた受入体制づくり、生産技術や施設

の継承等、地域農業を次世代に繋ぐ取組の支援 

・円滑な就農に必要な県域情報の収集とこれに基づく就農支援 

・栽培技術や経営管理手法の指導による技術・経営知識の向上 

・就農計画の作成、助成制度や制度資金の活用支援 

・農業大学校と連携した就農相談、新規就農希望者向け研修、農

家研修等への受講誘導 

・４Ｈクラブ等の青年農業者組織や生産者団体等の組織活動、地

域活動への参加誘導 

イ 青年農業者、女性農業者の活躍促進 

青年農業者、女性農業者に対しては、次代の経営主あるいはパ

ートナーとしての活躍に向けて、農村における男女共同参画の推

進等、関連施策の活用や関係機関との連携により、組織活動への

参加誘導及び活動支援、技術・経営管理能力の向上、経営参画の

推進、地域社会における能力発揮の支援等に取り組む。 

［主な推進項目］ 

・４Ｈクラブ、青年農業士会、農村生活アドバイザー協会、農

村輝きネット等、組織活動の円滑な運営及び活動を通じたリ

ーダー等の育成 

・プロジェクト学習活動、部門別研修会等による技術習得及び

経営管理能力の向上 

・家族経営協定の締結等による経営内の役割分担の明確化や経

営参画の促進 

  ウ 多様な人材の活用促進 

生産現場に必要な人材の確保に向け、関係機関との連携によ

り、地域に応じて、女性、他産業退職者、高齢者、障害者等の多
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様な人材の活用を促進する。 

［主な推進項目］ 

・障害者の農業分野における参画を推進する農福連携の取組支

援 

・次世代型農業支援サービスの情報収集・提供及び、活用に向

けた地域の合意形成等の取組支援 

 

２ 産地の収益力向上に向けた取組の支援 

産地の収益力向上に向けて、農業者の経営発展に向けた「生産技術力

の強化」、需要構造の変化や多様なニーズに対応した「販売企画力の強

化」、産地のまとまりを活かす「組織力の強化」を支援する。 

また、経営指導推進プロジェクトチームが中心となって産地の在り方

を検討し、生産者団体、関係機関、農業総合試験場等との連携に努め、

本県農業構造の中核となる担い手の確保・育成の取組と相乗効果が得ら

れるよう実施する。 

今後更なる弱体化が懸念される品目においては、担い手の確保・育成

から生産・出荷・加工・流通、販売までを一体的に捉え、生産量の一層

の拡大に向けてボトルネックをクリアするため、県、農業団体及び生産

者等の関係者が協働・連携し、県域と産地が一体となって支援する。 

 

(1)  生産技術力の強化 

農業総合試験場が開発した品種・技術に加え、国や他県、民間企業

等で開発された品種・技術や農業以外の分野で開発された技術の活用

も評価・検討しながら、先導的な農業者の経営発展を誘導し、産地全

体への普及を図る。 

［主な推進項目］ 

・増収やコスト低減等の生産性向上に向けた基本の徹底や作業体系

の見直し 

・スマート農業技術等を導入するための新たな技術体系の検討及び

検証、技術導入に伴う費用対効果分析等の経営評価の推進 

・補助金等を活用したスマート農業技術等の導入支援 

・他県産農産物や輸入農産物との差別化を目指した高品質な生産の

支援 

・品種や技術の開発を始めとした試験研究への提案と実証 

・温暖化等気候変動に対応した品種・品目転換を含めた栽培・飼養

の生産安定技術の導入、病害虫防除体系の確立支援 
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(2) 販売企画力の強化 

農業者に「マーケット・イン」※７の意識を啓発し、消費者ニーズ

等マーケット情報の分析を通じて、農業者等が主体となった戦略的な

生産及び情報の発信を含めた販売体制の構築を支援する。 

［主な推進項目］ 

・知的財産権の活用によるブランド力の強化 

・産地の創意工夫を活かした新商品開発、６次産業化、農商工連

携等の促進 

・加工・業務用需要に向けた新規作物の導入、集出荷の効率化、

出荷規格の見直し 

・農産物輸出に向けた生産・流通体制の整備 

・市場出荷・直売・インターネット販売等さまざまな流通・販売

方法への対応 

・もぎ取り園、オーナー制等、観光や農作業体験を取り入れた産

地づくり 

・市場価格の予測と高精度な計画生産の取組支援 

・多様なニーズに対応する新たなバリューチェーンの創出支援 

※７ マーケット・イン：市場や購買者という買い手の立場に

立って、買い手が必要とするものを提供していこうとする

考え方。 

 

(3) 組織力の強化 

生産者団体の機能的な活動や共同利用施設の整備及び利用の推進

等の組織活動を支援し、経営資源を活かした産地の強みが発揮され

るよう、組織力の強化を図る。 

［主な推進項目］ 

・生産技術の向上及び効率化や販売力強化に向けた生産者団体活動

の支援 

・ICT等を活用した生産者団体内における情報共有 

・共同利用施設の整備と利用率の向上及び計画的な生産・出荷等に

関する支援 

・生産技術や流通に関する研究活動や販売促進活動等、機能的な組

織活動の支援 

・産地の担い手の確保・育成に向けた支援体制づくり 

・生産、出荷、調製に関する産地体制の効率化 

・一体的支援プログラムの推進や関係機関と連携した産地ビジョン

や産地戦略の策定支援 
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３ 環境と安全に配慮した持続可能な農業の推進 

環境に配慮した持続可能な農業を推進するため、環境負荷要因となり

得る肥料や農薬等の各種資材の適正使用を指導し、土壌、水、大気、生

態系等、環境への負荷低減を図るとともに、農業の持つ物質循環機能を

活かした、気候変動や生物多様性の保全に対応する技術の導入を支援す

る。また、農薬残留や有害物質による汚染等を防ぐことで農産物の安全

を確保するため、農作業工程の整理や改善手法の導入を支援する。 

［主な推進項目］ 

・堆肥や緑肥等有機質資材の積極的かつ成分を考慮した適正な使用の

推進 

・土壌や有機物の肥料成分を考慮した余剰肥料成分を最小限にする施

肥方法の推進 

・耕種的、化学的、生物的及び物理的防除を組み合わせたIPM※９技術の

普及及び技術の更新 

・GAP手法の導入による環境保全や食品安全の取組を含めた経営改善活

動の支援 

・持続性の高い農業生産に主体的に取り組む農業者（エコファーマ

ー）の生産活動に対する支援 

・有機農業者への支援体制の整備及び有機農業者等との連携並びに助

言と情報提供 

・「環境保全型農業直接支払交付金」の活用による自然環境保全に役

立つ農業生産方式を導入した農業生産活動の実施支援 

・農場、出荷調製・加工・販売施設における衛生管理（HACCP※10等）の

啓発 

※８ IPM：Integrated Pest Management（総合的病害虫・雑草管

理）の略 

※９ HACCP：Hazard Analysis and Critical Control Pointの略。

食品等事業者自らが食中毒菌汚染や異物混入等の危害

要因（ハザード）を把握した上で、原材料の入荷から

製品の出荷に至る全工程の中で、それらの危害要因を

除去又は低減させるために特に重要な工程を管理し、

製品の安全性を確保しようとする衛生管理の手法のこ

と。 

 

４ 活力ある地域づくりに向けた取組の支援 

コーディネーター機能を発揮し、地域にある農地、水路、景観、人材

等の資源を有機的に結びつけ、農業経営の継続・発展を目指す意欲ある

経営体、新規就農者、高齢者や継続的に農地利用を行う中小規模の農家
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など地域を支える農家が、やりがいを持って農業生産に取り組める地域

づくりを支援する。なお、支援に当たっては、地域性を踏まえ、農業者

や関係機関とともに地域の将来像を共有する。 

［主な推進項目］ 

・農地中間管理機構等を活用した農地の利用調整や高度利用、労働力の

補完等、地域営農システム構築の支援 

・人・農地プランの実質化及びその実行等の取組を通じた担い手への農

地の集積・集約化に向けた合意形成支援 

・集落営農における機械利用及び作業の共同化並びに経理の一元化支援 

・地域における農地の多面的機能の維持・増進に向けた取組や鳥獣被害

防止対策の支援 

・耕畜連携や再生可能エネルギーを活用した資源循環システム構築の支

援 

・中山間地域の特徴を活かした地域特産物の生産及び活用と消費者交流

の促進 

・農業体験農園※10やイベント、直売等を通じた都市と農村との交流の

促進 

・多様な人材・機関との連携による、地域ごとの異なる様々な農村の課

題解決の推進 

※10  農業体験農園：農地を区画貸しする一般の市民農園とは異な

り、農地所有者等が自ら行う農業経営の中に、

都市住民が連続した農作業を体験できるもの

で、経営の主体が農地所有者等の農業経営者に

あることが明確である消費者参加型の農園。 

第２ 普及指導員の配置に関する事項 

１ 普及指導員の配置 

地域に密着した普及指導活動を行う普及指導員を普及指導センター、

地域を越えた普及指導活動や高度な技術・経営指導、民間企業等との連

携調整等を行う農業革新支援専門員を農業革新支援センターに配置す

る。 

また、学生の指導や就農相談に対応するため、農業大学校に普及指導

員を配置する。 

なお、農業者等からの要請に対する迅速かつ的確な対応と、普及指導

の継続性の確保、普及指導員の相互研鑽による指導力の養成を図り、効

果的な普及指導活動を実施するため、専門分野別の担当者の複数配置に

努める。 
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２ 普及指導員としての在任期間の確保 

農業者等との信頼関係のもとに地域に密着した普及指導活動を継続的

に行うため、一定の在任期間の確保に努める。 

 

３ 普及指導員任用資格者の早期養成及び確保 

普及指導員資格の取得を目指す者に対する計画的な研修、現場での普

及指導員との活動や意見交換等を通じて、早期に普及指導員資格が取得

できるように努める。 

 

第３ 普及指導員の資質の向上に関する事項 

生産現場の技術革新、農業者の高度かつ多様なニーズ及び地域農業にお

ける課題に的確に対応して普及指導活動を実施するため、経験年数等を基

本とした目指すべき普及指導員像及び求められる資質を明確にし、人材育

成の取組を定めた「普及指導員育成計画」を策定し、自己啓発を基本とし

つつ、OJT※11 を中心とし、OffJT※12 により補完するよう、計画的に研修及

び調査研究を実施し、普及指導員の資格の取得及び資質向上に努める。 

なお、新型コロナウイルス等の感染症の拡大予防のため、ICT 等を活用し

た研修についても実施していく。 

※11 OJT：On the Job Training（職場で日常の業務を通して行う研

修）の略 

※12 OffJT：Off the Job Training（日常の業務を一時的に離れて受

ける集合研修等）の略 

第４ 普及指導活動の方法に関する事項 

１ 普及指導員の活動体制 

農業者に対する技術指導、経営指導、組織育成等を円滑に行うため、

普及指導の分野（担い手育成、技術経営指導）に応じたグループ制の実

施、技術指導における作目別専門分野に応じた専門分担、普及課題の内

容に応じた課題チームの編成により、総合指導力が発揮できる体制とす

る。 

 

２ 普及指導活動対象の明確化、普及課題の重点化 

普及指導活動の対象は、農業経営や地域農業の継続・発展を目指す意

欲的な経営体やその組織・集団等を中心とし、普及指導計画における対

象の設定に当たっては、波及効果を考慮する。 

普及課題は、この実施方針の「第１ 普及指導活動の課題」に則し、地

域農業や農村の実態、農政推進上の課題、農業者のニーズ、新技術の開

発状況等を踏まえ、県と関係機関・団体及び民間企業等との役割分担を

整理しつつ、公的機関が担うべき分野（食料の安定供給や農業・農村の

多面的機能の発揮に必要となる地域農業全体の維持・発展を目的とする
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活動）を念頭に、必要性及び緊急性が高いものについて重点化する。 

また、普及指導センターと農業革新支援センターが連携して重点的に

実施する普及指導活動及び調査研究等を国が定める重点プロジェクト計

画として位置づける。 

 

３ 普及指導計画の策定と評価 

普及指導活動がより高い成果を得るために、普及指導計画の基本的な

考え方、計画策定及び評価の手順等を定めた「普及指導計画策定の手

引」を策定し、効果的・効率的な普及指導活動を推進する。 

 

(1) 普及指導計画の策定 

普及指導センターは、計画的・重点的な普及指導活動を実施するた

め、普及指導活動の対象ごとの推進事項や目標等を示した普及指導計

画（基本計画及び年度計画）を策定する。 

 

(2) 普及指導活動の評価 

年度計画については、毎年度、活動経過、活動成果等の評価を行

い、基本計画については、中間年度及び最終年度に評価を行う。 

 

(3) 外部評価の実施 

普及事業を客観的に評価するため、農業関係者や有識者・消費者等

を評価員とし、普及指導活動の計画・成果、活動体制等について外部

第三者評価を行い、結果を公表するとともに、次年度からの普及指導

活動への反映に努める。 

 

４ 情報の共有と発信 

(1) 普及指導活動に関する情報の共有 

普及指導センターは、普及指導活動の日常的な情報共有や普及指導

計画の策定、評価に活用することを目的に普及指導活動の記録を整備

する。 

 

(2) 普及事業の情報発信 

普及事業に対する県民の理解を深めるため、県のWebページ等を活

用し、農業技術や普及事業に関する情報を発信するとともに、普及指

導活動の成果を取りまとめた事例集の作成等を積極的に実施する。 

 

５ 試験研究機関との連携 

現場ニーズに即応した技術の開発と普及の迅速化を進めていく観点か

ら、農業革新支援センターが調整し普及事業と試験研究の連携強化を図

るため、次の事項に取り組む。 
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［主な推進項目］ 

・普及指導活動の中で解決が困難な課題や新たに発生した問題の抽出

及び試験研究機関への研究課題としての提案 

・新技術・新品種等の研究開発に対する企画段階からの参画 

・試験研究機関が開発した技術等の実証とデータの共有、技術改善結

果の試験研究へのフィードバック 

・専門分野ごとの技術の整理と体系化を図る農業技術体系化促進会議

や、開発された技術の普及を図る実用化技術研究会等の実施 

・高度な分析装置を活用した迅速な診断及び現場へのフィードバック 

 

６ 民間企業等との連携 

農業技術・経営に関連する民間企業等との連携に当たっては、農業革

新支援センターが調整し、効果的かつ効率的な普及指導活動を展開でき

るよう連携強化に努める。 

また、技術等の導入に当たっては、必要に応じて農業団体や民間企業

等との情報交換を推進する。 

法人化、マーケティング、６次産業化、会計・経理、労務管理等の農

業経営の高度化に関しては、専門家を研修会の講師とする等、積極的な

活用に努める。 

 

７ 関係機関・団体等との連携 

普及指導センターにおいては、農業改良普及推進会議の開催等によ

り、行政施策を推進する市町村、営農指導を担う農業協同組合等、農業

経営士、青年農業士、農村生活アドバイザー等の先導的な農業者との密

接な連携を確保する。併せて、役割を分担し協働しながら、制度資金、

農業次世代人材投資資金、農の雇用事業、農地中間管理事業、人・農地

プラン、経営所得安定対策、各種補助事業等の施策の活用を支援し、新

規就農者の確保・育成を始め、新品種や新技術の実証及び普及、経営体

の所得向上のための経営改善支援、産地活性化・地域づくりに向けた取

組等の普及指導活動を効果的に実施する。気象災害に対しては、防災上

の措置と連携しながら、その被害の防止・軽減や被災地域の営農再開に

向けた情報提供や技術対策等に努める。 

なお、地域の多様な資源の活用等による農業の振興を図る観点から、

必要に応じて商工会議所等の農業以外の産業に関する指導機関との連携

の確保に配慮する。 

 

８ 農業教育の充実強化 

農業大学校は、普及指導センター、農業革新支援センター及び農業高

等学校等と連携をとりながら、就農意欲のある者を広く募集し、実習と

講義等を組み合わせた実践的な教育を基本として教育内容の充実を図る
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とともに、内部評価及び外部評価による教育内容の改善を図るため、次

の事項に取り組む。 

また、新型コロナウイルス等の感染症の拡大予防のため、ICT等の積極

的な導入とこれを活用した講義等に取り組む。 

［主な推進項目］ 

・実践的かつ先進的なカリキュラムのもと、時代に対応した経営管

理、先端技術、情報処理等、就農に必要な知識・技術の提供 

・農業高等学校等と連携した進学の誘導、生徒の就農意欲を喚起する

ための先進的な農業経営の視察や経営者から講義を受ける機会の提

供 

・農業経営基盤を持たない学生が増加している現状に対応するための

派遣実習受入れ農家等との交流、農業法人等への就職あっ旋等を通

じた就農の誘導 

・普及指導センターや農業革新支援センター、関係機関との連携によ

り、就農した卒業生に対する定期的なフォローアップ及び必要に応

じた指導、助言 

・内部評価及び先進的な農業者等による外部評価の実施、外部評価の

結果の公表及び次年度からの教育計画における教育内容等の改善へ

の活用 

・普及指導センターとの新規就農者情報の共有と活用 

・幅広い年代の新規就農希望者等に対する就農研修機会の提供 

・研修支援ツール（デジタル教材、ｅラーニング） 等の企画・開発 

 

９ 農業者の生涯学習の支援 

農業大学校は農業革新支援センター及び普及指導センターと連携し

て、生産性の向上や経営発展等に取り組む意欲ある農業者に対して、農

業技術や経営知識等についての研修を実施する。 

［主な推進項目］ 

・農業者に対する発展段階に応じた体系的な研修機会の提供 

 

第５ その他協同農業普及事業の実施に関する事項 

本県と他の都道府県にまたがる普及指導活動の課題に対しては、効果

的・効率的な課題解決のため、都道府県間の情報の共有及び連携の強化に

努める。 

県民の農業・農村に対する理解の促進や将来における農業の担い手の確

保に役立てるよう、市町村、教育機関、農業協同組合等が県民に対して行

う取組に対し必要な協力に努める。また、海外の普及事業関係者から依頼

があった場合は、研修等への対応及び情報の提供等に努める。 


